
番号 物品役務等の名称及び数量 契約を締結した日 契約の相手方の商号又は名称及び住所
随意契約によることとした会計法令

の根拠条文及び理由
予定価格(円) 契約金額(円) 落札率(％)

再就職の役員
の数(人)

備　考

1
金沢公共職業安定所第２駐車
場賃貸借契約

平成23年4月1日 所有者

庁舎の慢性的な駐車場不足を解消
するためには、別の駐車場の確保が
必要不可欠であり、来所者の利便性
及び駐車台数30台程度の条件を最
適に満たす敷地は当敷地のみであ
り、契約の性質が競争を許すもので
はなく、会計法29条の3第4項に該当
するため。

2,112,000 2,112,000 100% 0

2
金沢公共職業安定所第３駐車
場賃貸借契約

平成23年4月1日
恵比寿商事株式会社

金沢市高岡町22-16

庁舎の慢性的な駐車場不足を解消
するためには、別の駐車場の確保が
必要不可欠であり、来所者の利便性
及び駐車台数10台以上の条件を最
適に満たす敷地は当敷地のみであ
り、契約の性質が競争を許すもので
はなく、会計法29条の3第4項に該当
するため。

924,000 924,000 100% 0

3
白山公共職業安定所第2駐車
場賃貸借契約

平成23年4月1日
白山市土地開発公社

白山市倉光2-1

庁舎の慢性的な駐車場不足を解消
するためには、別の駐車場の確保が
必要不可欠であり、来所者の利便性
及び駐車台数25台以上の条件を最
適に満たす敷地は当敷地のみであ
り、契約の性質が競争を許すもので
はなく、会計法29条の3第4項に該当
するため。

1,200,000 1,200,000 100% 0

4
職業対策課事務室賃貸借契
約

平成23年4月1日
社団法人　石川県労働者福祉協議会

金沢市西念3-3-5

対策課事務室は雇用調整助成金等
の支給決定に係る事務処理を行うた
めのものであり、業務運営のために
各種情報システムが設置されている
ため、単年度での施設移転は、情報
機器移転費用等を考慮すると合理
的ではないことから会計法第29条の
3第4項に該当するため。

1,764,000 1,764,000 100% 0

5
キャリアアップハローワーク金
沢事務室賃貸借契約

平成23年4月1日
青草辻開発株式会社

金沢市青草町88

既存施設内の併設が困難な状況で
あること、利用者の利便性、入居する
関係機関との連携した協力体制で
業務実施が可能であること、同地域
での事務所賃貸料が安価であること
から、当該施設が最適と判断でき、
会計法29条の3第4項に該当するた
め。

4,634,784 4,634,784 100% 0
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6
平成２３年度　東芝テック製複
写機等の保守契約

平成23年4月1日
東芝テック株式会社　北陸支店

金沢市西念１－１７－９

一般競争入札、再度公告入札が不
調に終わったため、会計法第２９条
の３に該当するため。

1,421,393
一枚使用あたり

5.3～5.8円
100% 0

7
小松パートバンク　現状復旧
工事契約

平成23年6月20日
トールインテリア　ミノル　奥野　穣

加賀市山代温泉桔梗丘３－９３－４

原状回復に係る施工業者について、
貸主である三日市商店街振興組合
より業者の指定を受けたものであり、
会計法第29条の3第4項に該当する
ため。

2,310,000 2,310,000 100% 0

8
石川労働局労働基準部労災
補償課分室　事務室賃貸借契
約

平成23年6月30日
株式会社　第一ビルディング

東京都中央区京橋2-4-12

労災診療費の審査業務等を国に集
中化されることに伴い、労災補償課
分室の設置が必要となった。当該施
設は業務委託先であった(財)労災保
険情報センター石川事務所が入居
していたため、開設にあたっての準
備工事が最小限に抑えられ、システ
ム等の移転作業費も発生しないた
め、会計法第29条の3第4項に該当
するため。

3,839,175 3,839,175 100% 0

9
「労働関係法のポイント（石川
版）」購入

平成24年2月28日
株式会社　労働調査会

東京都豊島区大塚２－４－５

当該物品（冊子）については、㈱労
働調査会が独自に企画・作成・販売
を行っているものであり、当該業者が
著作権を有していること、また同様の
資料を他業者から購入することが不
可能であることから、著作権を有する
当該業者が唯一の業者であり、会計
法２９条の３第４項に該当するため。

1,382,930 1,382,930 0% 0
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